
腎臓機能障害者への治療等について 

１ 透析治療について 

一般的に、腎臓の機能が１０％以下になると、透析治療が必要といわれている。 

◎血液透析 

・通常、医療機関で治療を実施 

・通院は週 3回程度で、医療スタッフが治療を行う。１回の治療時間は３～４時間程度 

・手術で動脈と静脈をつなぎ合わせ、静脈に多くの血液が流れる「内シャント」を作り、毎

回そこに刺した針から血液を体の外に取り出し、体にたまった余分な水分や老廃物を器械

で取り除く。 

２ 市内患者数及び医療機関数 

患者数（腎臓機能障害者（１級）数）（各年度末現在）

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

2,891 人 2,956 人 3,079 人 

人工腎臓保有医療機関数 （平成 28年１月１日現在）

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

8（6） 2（1） 8（3） 6（4） 4（1） 4（1） 6（3） 38(19)

※（ ）は病院数再掲 

３ 大規模災害発生時に想定される課題 

 ・透析実施医療機関の建物や透析機器の破損、電気・水道の不通等による透析治療の中止 

・災害発生後、医療機関における透析治療の実施の有無等の患者への情報提供 

・透析実施医療機関の透析治療の中止に伴う代替施設の確保及び搬送手段の確保 

資料１ 



災害時透析患者支援マニュアル 
(透析施設関連情報収集伝達マニュアル) 

平成２７年３月改定版 

保健福祉局保健医療部保健予防課 

資料２ 
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Ⅰ 趣 旨 

人工透析患者は週に２～３回、血液透析を受けなければならず、災害時においても透析を受けられるよう

な体制を整備する必要がある。 

県では、災害時において透析患者を支援する際に必要とする透析施設関連情報及び後方搬送関連情報等を、

迅速かつ的確に収集及び伝達することを目的とした「災害時透析患者支援マニュアル」を平成８年に作成し、

平成１９年に改定を行った後、平成２３年に発生した東日本大震災の経験をふまえ改定を行った。そしてこ

のたび、広域災害救急医情報システム（ＥＭＩＳ）のリニューアルに伴い更なる改定を行うものである。 

このマニュアルは、県内の災害対策における透析患者支援のための情報伝達手段を定めたものであり（図

１「災害時透析患者支援マニュアルの位置づけ」参照）、今後発生が予想されている東海地震等の、県全域

に及ぶような大規模災害を想定したものである。 

(図１)災害時透析患者支援マニュアルの位置づけ 

医療救護計画

災害時要援護者
対応マニュアル

総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進 地域防災計画

神奈川県の災害対策

医療救護対策

災害時要援護者支援

災害時透析患者支援

災害時における医療救護及び防疫体制の整備、難病患者
等要援護者に対する支援ほか

災害時における難病患者、身体障害者(透析患者
を含む)等への支援体制の整備

災害時における透析患者への支援情報の伝
達体制の整備

災害時透析患者
支援マニュアル

＜参考＞ 

「市町村が要援護者の支援体制の整備を推進するためのガイドライン（指針）」

・ 平成８年に「災害時における災害弱者支援マニュアル作成指針」を策定 

・ 平成１５年に「災害時における要援護者支援マニュアル作成指針」に改訂 

・ 平成１９年に改訂 

※ 指針を参考に、災害に備えた事前対策、災害発生直後の安否確認や救出活動等が迅速に

行われるよう、市町村ではそれぞれの事情に応じた支援体制の整備を進めている。 
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Ⅱ 透析施設情報の伝達について 

１ 神奈川県内における災害時の対応について 

県内で大規模な災害が発生し、神奈川県地域防災計画の県災害対策本部設置基準により災害対策本部が

設置された場合、神奈川県（保健予防課）（以下「保健予防課」という。）は、災害時における透析患者

への支援活動を円滑に行うため、透析施設の被害状況を収集し、神奈川県医療救護本部（以下「医療救護

本部」という。）、保健福祉事務所及び保健福祉事務所センター（以下「保健福祉事務所等」という。）、

市町村災害対策本部に提供するとともに市町村の設置する避難所・救護所、市の設置する保健所等及び保

健福祉事務所等を通じ透析患者に透析施設の被害情報や人工透析患者の受入状況を伝達する。 

災害時における透析施設の情報入力については、原則、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）を

使用することとし、具体的な流れについては図２「災害時における透析患者への情報伝達の流れ」のとお

りとする。 

(1) 透析施設から広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）への登録について 

ア 透析施設は、発災後速やかに広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の「緊急時入力」により被

災状況を登録する。 

  なお、「緊急時入力」の「倒壊状況」及び「ライフライン・サプライ状況」については、必ず入力す

ること。 

イ 透析施設は、「緊急時入力」により被災状況を登録した後、施設の詳細な被害状況等を把握し、「詳

細入力」により被災状況を登録する。 

  なお、「施設の倒壊、または倒壊の恐れ」、「ライフライン・サプライ状況」及び「医療機関の機

能」の「人工透析可否」については、必ず入力すること。 

また、透析患者の受入可能患者数については、「その他」の記述欄に「透析患者の受入可能患者数は、

○○人」と入力すること。 

ウ 透析施設は、通信障害等の事情により広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）にアクセスできな

い場合は、透析施設被害状況等報告書（緊急）(様式１)により、ファックス又はメールで保健予防課に

報告する。 

エ 透析施設は、透析施設被害状況等報告書（緊急）(様式１)送付後、施設の詳細な被害状況等を把握し、

透析施設被害状況等報告書（詳細）（様式２）により、ファックス又はメールで保健予防課に報告する。 

 オ 保健予防課は、透析施設被害状況等報告書（緊急）(様式１)及び透析施設被害状況等報告書（詳細）

（様式２）により報告された情報を代行入力により広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に登録

する。 

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）のモード切替と情報入力について 

大規模な災害が発生した場合、神奈川県災害対策本部が設置されることにより、広域災

害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）は、通常モードから災害モードに切り替わります。 

発災後、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）が災害モードに切り替わったこと

を確認し、入力を行ってください。 
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(2) 広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に登録された情報の収集及び確認について 

 ア 透析施設は、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の「医療機関等・支援状況モニター(資料１

参照)」（以下「透析施設情報」という。）から登録した情報及び他の透析施設情報を収集する。 

   なお、医療機関等・支援情報モニターから情報収集する場合、表示選択により「緊急時入力」、「詳

細入力施設の倒壊」、「詳細入力ライフライン」、「詳細入力機能」及び「詳細入力その他」の項目は、

必ずチェック入れて検索すること。 

   また、医療機関等・支援状況モニターにおいて近隣透析施設の「その他」の記述欄を確認する場合は、

「◆」マークをクリックして確認する。 

 イ 保健予防課は、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）から透析施設情報を確認する。 

ウ 保健予防課は、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に通信障害等の事情によりアクセスでき

ない透析施設に対し、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）により出力した透析施設情報から

「二次医療圏」、「名称」、緊急時入力の「更新日時」、「入院病棟倒壊・倒壊の恐れ」、「電気使用

不可」、「水使用不可」、「医療ガス使用不可」、「医薬品、衛生資器材使用不可」及び詳細入力の

「更新日時」、「人工透析不可」の項目を抽出し、ファックス又はメールで透析施設情報を伝達する。 

(3) 市町村災害対策本部への情報伝達について 

 ア 保健予防課は、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）により出力した透析施設情報から「二次

医療圏」、「名称」、緊急時入力の「更新日時」、「入院病棟倒壊・倒壊の恐れ」、「電気使用不可」、

「水使用不可」、「医療ガス使用不可」、「医薬品、衛生資器材使用不可」及び詳細入力の「更新日

時」、「人工透析不可」の項目を抽出し、「ここで掲示している情報は、透析施設から直接提供された

情報ですが、透析施設の被害状況は変わっている可能性があります。また、「人工透析不可」の欄が空

欄となっている場合（空欄の場合は原則「可」）でも、災害時のため急性腎不全患者のみ対応している

場合があります。」と余白に記入した後、医療救護本部へ伝達する。 

 イ 医療救護本部は、保健予防課から伝達された透析施設情報を県内全ての市町村災害対策本部へ伝達す

る。 

(4)  透析施設情報の掲示について 

 ア 保健予防課は、透析施設情報から「二次医療圏」、「名称」、緊急時入力の「更新日時」、「入院病

棟倒壊・倒壊の恐れ」、「電気使用不可」、「水使用不可」、「医療ガス使用不可」、「医薬品、衛生

資器材使用不可」及び詳細入力の「更新日時」、「人工透析不可」の項目を抽出し、「ここで掲示して

いる情報は、透析施設から直接提供された情報ですが、透析施設の被害状況は変わっている可能性があ

ります。また、「人工透析不可」の欄が空欄となっている場合（空欄の場合は原則「可」）でも、災害

時のため急性腎不全患者のみ対応している場合があります。」と余白に記入した後、保健福祉事務所等

へ伝達し、保健福祉事務所等はその情報を掲示等により透析患者への情報提供を行う。 

 イ 市町村災害対策本部は、避難所・救護所へ透析施設情報を伝達し、避難所・救護所はその情報を掲示

等により透析患者への情報提供を行う。 

 ウ 保健所等を設置する５市（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、藤沢市）の災害対策本部は、避難

所・救護所のほか、当該市保健所等へ透析施設情報を伝達し、保健所等はその情報を掲示等により透析

患者への情報提供を行う。 
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(図２)災害時における透析患者への情報伝達の流れ 
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２ 県外地域への要請について 

近隣都県へは、神奈川県地域防災計画及び神奈川県医療救護計画により、医療救護本部から神奈川県災

害対策本部を通じて応援要請するので、要望や情報については保健予防課で集約し、医療救護本部へ情報

を伝達する。 

神奈川県保健予防課         ＦＡＸ  ０４５－２１０－８８６０ 

          メールアドレス  jin99@pref.kanagawa.jp 

３ 広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）が使用できない場合の情報伝達について 

  広域災害救急医療情報システムのサーバーの被災等によりシステムがダウンした場合は、以下の方法で

情報の収集及び伝達を行う。具体的な流れは図３「システムが使用できない場合における透析患者への情

報伝達の流れ」のとおり。 

（１） 透析施設の被害状況等及び応援情報の報告について 

ア 透析施設は被害状況等をファックス又はメールで透析施設被害状況等報告書（緊急）(様式１)によ

り保健予防課に報告する。 

イ 透析施設は透析施設被害状況等報告書（緊急）(様式１)送付後、施設の詳細な被害状況等を把握し、

透析施設被害状況等報告書（詳細）(様式２)より、ファックス又はメールで保健予防課に報告する。 

  なお、透析患者の受入可能患者数については、その他の記述欄に「透析患者の受入可能患者数は、○

○人」と入力すること。 

ウ 保健予防課は日本透析医会災害時情報ネットワーク（以下「災害時情報ネットワーク」という。）

に登録されている情報を確認する。 

エ 保健予防課は透析施設から報告された情報を透析施設被害状況等一覧（様式３）に集約し、災害時

情報ネットワークで確認した情報と併せて透析施設へ伝達する。 

（２）市町村災害対策本部への情報伝達について 

ア 保健予防課は、透析施設被害状況等一覧（様式３）及び災害時情報ネットワークで確認した情報

（以下「透析施設報告情報」という。）を医療救護本部へ伝達する。 

 イ 医療救護本部は、保健予防課から伝達された透析施設報告情報を県内全ての市町村災害対策本部へ

伝達する。 

（３）透析施設報告情報の掲示について 

ア 保健予防課は、保健福祉事務所等へ透析施設報告情報を伝達し、保健福祉事務所等はその情報を掲

示等により透析患者への情報提供を行う。 

 イ 市町村災害対策本部は、避難所・救護所へ透析施設報告情報を伝達し、避難所・救護所はその情報

を掲示等により透析患者への情報提供を行う。 

 ウ 保健所等を設置する５市（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、藤沢市）の災害対策本部は、避

難所・救護所のほか、当該市保健所等へ透析施設報告情報を伝達し、保健所等はその情報を掲示等に

より透析患者への情報提供に努める。 
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(図３)システムが使用できない場合における透析患者への情報伝達の流れ 

市 町 村

災害対策本部
神 奈 川 県
(保健予防課)

神 奈 川 県
医療救護本部

透 析 患 者

保健福祉

事務所等
保 健 所 等

避難所・救護所

透析施設報告情報の伝達
（様式３）

透析施設報告情報の

伝達（様式３）

透析施設報告情報の掲示 透析施設報告情報の掲示 透析施設報告情報の掲示

透析施設

① ファックス又

はメールで様式

１により被害状

況等を報告

② ファックス又はメー

ルで様式２により被害

状況等を報告

④ 透析施設報告情報
の伝達（様式３）

透析施設報告情報の伝達

(様式３）

透析施設報告情報の伝達
（様式３）

透析施設報告情報の伝達

（様式３）

日本透析医会

災害時情報

ネットワーク

③ 透析施設報告情報

保健所等設置市
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４ 災害時における透析患者への情報伝達の期間及び回数について 

  このマニュアルにおける情報伝達の期間及び回数については以下のとおりとする。 

（１）透析施設からの情報伝達について 

  ア 透析施設は発災直後、速やかに広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に透析施設情報を登録

する。 

翌日以降については、透析施設の状況に変化がある場合、登録情報の更新を１日に２回行うことと

し、１回目の更新は１０時まで、２回目の更新は１５時までに行う。 

  イ 広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）が使用できない場合は、ファックス又はメールにより

保健予防課に報告する。 

  ウ 保健予防課は、透析施設から報告された情報を随時更新する。 

（２）保健予防課からの情報伝達について、 

ア 期間について 

保健予防課から透析施設情報を伝達する期間については、神奈川県災害対策本部が設置されている

期間とする。 

イ 回数について 

情報伝達の回数については、１日に２回行うこととし、保健福祉事務所等、保健所等及び避難所・

救護所における情報の掲示については、１回目を１２時頃、２回目を１８時頃とする。 
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Ⅲ 透析施設のライフラインの状況把握 

災害医療拠点病院のみですべての透析患者に対応することは不可能なため、透析施設のライフライン機能

を確保し、できるだけ多くの施設で患者が透析を受けられるような体制を整えなければならない。そこでラ

イフライン機能の復旧を円滑に行えるように保健予防課は、医療救護本部を通じ、前記１（３）又は３

（２）により、被災した市町村や関連する市町村に情報を提供し、被災地の市町村はその情報を基に、神奈

川県医療救護計画にしたがって透析施設のライフライン機能の復旧を図る。 

＜参考＞ 

「ライフラインの確保（神奈川県医療救護計画より）」 

医療機関のライフラインの復旧については、関係機関との緊密な連携により、優先的な対

応を図る。 

また、復旧するまで、診療行為に支障がないよう、水及び自家発電用の燃料の安定的な確

保を図るため、輸送・供給等の必要な体制を整える。 
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透析施設被害状況等報告書（緊急） 

大項目ごとに、当てはまる被災状況を報告（回答欄の該当に「○」）してください。 

※ 被害状況等の報告 

通信障害等の事情により広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）が使用できない場合、又は広域災害救急医療

情報システム（ＥＭＩＳ）のサーバーがダウンしている場合に、ファックス又はメールで報告する。 

大項目 被 災 状 況 報告（回答欄） 

１ 倒壊の状況 入院病棟の倒壊又は倒壊のおそれ 有 無 

２ ライフライン・ 
サプライの状況 

①電気の通常の供給 無 有 

②水の通常の供給 無 有 

③医療ガスの不足 不足 充足 

④医療・衛生資器材の不足 不足 充足 

３ 患者受診の状況 多数患者の受診 有 無 

４ 職員の状況 職員の不足 不足 充足 

５ 診療の継続の可否 診療の継続ができる 可 否 

６ その他支援が必要な
状況 

７ 情報取得日時 
※上記内容の状態（発災直後情報）を判断した日時を記載してください。 

年  月  日（ ） 午前・午後   時   分現在 

８ 緊急連絡先 
担当者 

所属名 氏名

電話番号 

メールアドレス 

神奈川県保健予防課

ＦＡＸ　045-210-8860

メールアドレス

jin99@pref.kanagawa.jp

あて先

施 設 名

電　　話 （　　　）

記 入 者

　　　年　　月　　日

午前・午後　　時　　分発信
発信日時

※ 代替手段での使用時

は、供給「無」又は「不

足」を選択してくださ

※ 上記以外で支援が必要

な理由があれば右欄に記

載してください。 

様 式 １ 
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透析施設被害状況等報告書（詳細）  

大項目ごとに、当てはまる被災状況（回答欄の該当に「○」又は「数字」）を御記入ください。 

    情報取得日時には、各項目の状態を判断した日時を記載してください。 

大項目 被 災 状 況 報告（回答欄）

１ 施設の倒壊又は倒壊
の恐れ 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

入院病棟 有 無 

救急外来 有 無 

一般外来 有 無 

手術室 有 無 

その他  有 無 

２ ライフライン・ 
サプライの状況 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

① 電気の通常の使用状況 停電中 
発電機
使用中 

正常 

残り（発電機使用中の場合） 半日 １日 ２日以上 

② 水の通常の使用状況 枯渇 
井戸使
用中 

貯水給水
対応中 

正常 

残り（貯水・給水対応中の場

合） 
半日 １日 ２日以上 

③ 医療ガスの使用状況 枯渇 
供給の
見込み
無し 

供給の見込
み有り 

残り（供給の見込無しの場合） 半日 １日 ２日以上 

配管破損の有無 有 無  

④ 食料の使用状況 枯渇 
備蓄で
対応中 

通常の供給 

残り（備蓄で対応中の場合） 半日 １日 ２日以上 

⑤ 医薬品の使用状況 枯渇 
備蓄で
対応中 

通常の供給 

残り（備蓄で対応中の場合） 半日 １日 ２日以上 

不足している医薬品 ※具体的に不足している医薬品を御記入ください（200字以内） 

※ 代替手段での使用時

は、供給「無」又は「不

足」を選択してくださ

様 式 ２ 

神奈川県保健予防課

ＦＡＸ　045-210-8860

メールアドレス

jin99@pref.kanagawa.jp

あて先

施 設 名

電　　話 （　　　）

記 入 者

　　　年　　月　　日

午前・午後　　時　　分発信
発信日時
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３ 医療機関の機能 
  情報取得日時 
  年  月  日 
  時  分 

手術可否 不可 可 

人工透析可否 不可 可 

４ 現在の患者状況 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

実働病床数 （     ）床 

発災後受け入れた 

患者数 

重 症

（赤）
（     ）人 

中 等 症

（黄色）
（     ）人 

在院患者数 

重 症

（赤）
（     ）人 

中 等 症

（黄色）
（     ）人 

５ 今後、転送が必要な
患者数 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

重症度別患者数 

重 症

（赤）
（     ）人 

中 等 症

（黄色）
（     ）人 

人 工 

呼 吸 
（     ）人 

酸 素 （     ）人 

担 送 （     ）人 

護 送 （     ）人 

６ 今後、受け入れ可能
な患者数 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

災害時の診療能力 
（災害時の受入重症患者数） 

（     ）人 

重症度別患者数 

重 症

（赤）
（     ）人 

中 等 症

（黄色）
（     ）人 

人 工 

呼 吸 
（     ）人 

酸 素 （     ）人 

担 送 （     ）人 
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７ 外来受付状況、およ
び外来受付時間 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

外来受付状況 
受付 
不可 

救急 
のみ 

下記の通り 
受付 

時間帯１  時  分 ～  時  分 

時間帯２  時  分 ～  時  分 

時間帯３  時  分 ～  時  分 

８ 職員数 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

医師総数 （   ）人 DMAT医師数 （    ）人 

DMAT看護師数 （   ）人 業務調整員数 （    ）人 

出動職員数 

出動医師数  （     ）人 

内、DMAT隊員数  （     ）人 

出動看護師数  （     ）人 

内、DMAT隊員数  （     ）人 

その他出動人数  （     ）人 

内、DMAT隊員数  （     ）人 

９ その他 

  情報取得日時 

  年  月  日 

  時  分 

※ 被害状況等の報告 

通信障害等の事情により広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）が使用できない場合、又は広域災害救急医療

情報システム（ＥＭＩＳ）のサーバーがダウンしている場合に、ファックス又はメールで報告する。 

※ アクセス状況等、特記

事項を入力してくださ

い。 
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○○○市○○○課 行き 

透析施設被害状況等一覧 

神奈川県保健予防課 TEL 045-210-4795

※ 被害状況の確認                                                             FAX 045-210-8860

神奈川県（保健予防課）は、ファックスで報告された報告書を基に       ※ ここで掲示している情報は、透析施設から直接提供され 

上記被害状況一覧を作成し、医療救護本部に情報提供する。         た情報ですが、透析施設の被害状況は変わっている可能性が

あります。また、「人工透析不可」の欄が空欄となっている

場合（空欄の場合は原則「可」）でも、災害時のため急性腎

不全患者のみ対応している場合があります。   

二次 

医療圏 
施設名 更新日時 

入院病

棟倒壊

・倒壊

の恐れ 

電気使

用不可 

水使用

不可 

医療ガ

ス使用

不可 

医薬品

衛生資

器材使

用不可 

更新日時 

人 工

透 析

不可 

様 式 ３ 緊急
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※　画面イメージ

緊急時入力 詳細入力

ライフライン・サプライ状況 機能

二次医療圏 名称 更新 入院病棟 電気 水 医療 医薬品 更新 人工
日時 倒壊・

倒壊の恐れ
使用
不可

使用
不可

ガス
使用
不可

衛生資器材
使用不可

日時 透析
不可

横浜北部 ○○○○病院
03/16 
09:30

◆ ◆ ◆
03/16 
09:42

◆

川崎南部 ××××クリニック
03/16 
10:06

03/16 
10:32

相模原 △△△△病院
03/16 
09:45

◆
03/16 
09:52

◆

横須賀・三浦 ▲▲▲▲クリニック
03/16 
10:17

◆
03/16 
10:26

透析施設情報

※ ここで掲示している情報は、透析施設から直接提供された情報ですが、透析施設の被害状況は変

わっている可能性があります。また、「人工透析不可」の欄が空欄となっている場合（空欄の場

合は原則「可」）でも、災害時のため急性腎不全患者のみ対応している場合があります。  

資料１ 
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広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）緊急時入力画面 

資料２ 
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広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）詳細入力画面 

資料３ 
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広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）医療機関等・支援状況モニター 

（検索画面） 

資料４ 



（神奈川県保健福祉局保健医療部健康危機管理課提供資料）

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）について 

１ ＥＭＩＳの概要及び特長 

  大規模災害時、被災地域の過剰な医療ニーズに効率的に応えるため、医療救護に関わる各種情

報を、都道府県を越えて集約・提供し、患者の広域搬送などの医療体制を速やかに確立すること

を目的とした、全国共通の災害医療情報の収集・伝達システムである。インターネットが利用で

きる環境さえあれば、医療機関、行政等、日頃独立して活動している機関同士で、必要な医療救

護に関する情報を全国一斉に共有することができる。また、入力された各種情報は、地図上に重

ねて表示できるなど、被害の濃淡等を「見える化」する機能を有し、災害医療のコーディネート

業務にも適したツールとなっている。

ＥＭＩＳで共有できる情報（例） 

・医療機関の被害情報（建物、ライフライン、職員の出勤、アクセス等）

・医療機関での患者受け入れ状況、必要な医薬品、医療資器材等の情報

・ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）や各種救護班の活動状況

・市町村が設置する医療救護所の設置状況

・医療救護所における症状ごとの患者数、必要な医薬品等

２ ＥＭＩＳの実効的な活用に向けた取組 

・市内病院等に対するＥＭＩＳ登録の推進

・本市区役所職員を対象とした操作研修の実施

・ＥＭＩＳを使用した、各種防災訓練の実施

・医療機関（透析施設を含む）を対象とした入力訓練の実施

資料３ 
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ＥＭＩＳトップページ 

ＥＭＩＳ関係者メニュー 
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大規模災害時における医療救護体制の整備について 

１ 災害医療コーディネーターの設置 

（厚生労働省「災害医療等のあり方に関する検討会」報告書概要から抜粋） 

東日本大震災では、広域医療搬送や派遣医療チーム等の調整を行う都道府県レベルの

組織立上げに時間を要した。（厚生労働省「災害医療等のあり方に関する検討会」報告） 

「医療ニーズを適切かつ詳細に把握・分析した上に、医療チームを配置調整するなど

のコーディネート機能が十分に発揮できる体制を整備すること」 

（平成２４年３月３０日厚生労働省医政局長通知） 

全国の都道府県で「災害医療コーディネーター」の設置が進む。 

※神奈川県では平成２４年１２月に、川崎市では平成２６年５月に設置。

資料４ 
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（神奈川県保健福祉局保健医療部健康危機管理課提供資料）

（神奈川県医療救護計画から抜粋）

２ 災害医療コーディネーターの役割 

  大規模災害時には、発生した災害の種類、規模、場所、時季、時間帯等により、あらかじめ

各都道府県、市町村が策定している防災計画等の想定を超える被害を及ぼすこともある。

  神奈川県下の災害医療コーディネーターは、さまざまな大規模災害において、必要とされる

医療支援等が被災地へ迅速かつ的確に提供されるよう、次の３階層を構成し、各階層間で速や

かに情報伝達を行い、医療支援等の調整を行うこととされている。
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３ 平常時における災害医療コーディネーターの取組 

 （１）災害医療コーディネーター会議 

    地域防災計画をはじめとする災害時医療体制のあり方や、各種訓練・研修の企画等

について、協議・検討を行っている。 

 （２）各種訓練・研修を通じた体制の検証 

    災害に伴う外傷等のみならず、人工透析患者、人工呼吸器使用者等、多種多様な傷

病者・要援護者の医療ニーズにも迅速かつ的確に対応できるよう、さまざまな被害想

定の下、訓練・研修を重ねている。 

【災害医療コーディネーターが参加した訓練・研修】

国・災害医療コーディネート研修

（平成 27 年 3 月 20 日～22 日）
神奈川県・災害医療コーディネート研修

（平成 27 年 11 月 7 日～8 日）

川崎市・大地震時の医療救護活動に関する

図上訓練（平成 27 年 7 月 13 日）
政府大規模地震時医療活動訓練

（平成 27 年 9 月 1 日）
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